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定員管理等に関する要求書

今般の新型コロナウイルス感染症対策や頻発する自然災害への対応をはじめ、国民の安心・安全に対する国民のニーズはこれまでにないほど高まっています。しかし、このコロナ禍における医療・検疫体制などを顧みれば、予算・人員不足などによる国の行政体制の脆弱性が露わになったといえます。
このままの定員管理が続いていけば、新型コロナウイルスのような非常事態時に十分な対応ができなくなるばかりか、日常の公務・公共サービスも十分に提供できなくなるのではないかという危惧があります。
そうした実態のなかで、コロナ禍や頻発する自然災害に対応するなど、国民のいのちやくらし、権利をまもる公務員が少ないとの世論も大きくなっています。国会のなかでも公務員の定員管理のあり方について与野党問わず意見が出され議論となるなど、公務・公共サービスの重要性や拡充への理解が広がっています。
一方で常勤職員が減少するなか、多くの非常勤職員が採用されていますが、劣悪な処遇にくわえ不安定雇用におかれています。定年延長や希望者全員のフルタイム再任用の実現、長時間労働の是正、両立支援制度の活用など、あらゆる面で政府の定員管理政策が障害となっており、転換が求められています。
こうしたことから、政府・使用者として以下の要求に対し、誠意ある回答とその実現にむけた対応を強く求めます。
記

１　総定員法を廃止するとともに、「定員合理化計画」を撤回し、必要な要員を確保すること。当面、定員管理の柔軟な運用により、職場実態に見合った要員等を確保すること。
２　公務員の総人件費削減を中止し、要員確保や処遇改善に必要な予算を確保すること。
３　恒常的・専門的・継続的業務に従事する非常勤職員は、常勤化・定員化すること。
４　障害者および障害者を支援する者について、必要な定員・予算を確保すること。
５　定年延長の導入にあたっては、将来にわたって、安定的な公務・公共サービスを提供していくためにも経過的取扱いを含め、定員管理を柔軟に行うこと。とりわけ、新規採用の抑制が強いられることなどによって、急速な高齢化や職員構成上のゆがみをもたらし、ひいては、人材育成に支障を及ぼすことがないようにすること。
６　65歳までの定年延長が完成するまでの間は再任用制度を併置するとともに、定員・定数の確保をはじめ、希望者全員のフルタイム再任用を保障すること。
７　行（二）職の不補充政策を撤廃すること。
以　上
